
国立大学法人滋賀医科大学役員給与規程 
 

平成１６年４月１日 制  定 
平成２８年４月１日 最終改正 

 
（目的） 

第１条 この規程は、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第３５条の規定により

準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第６２条の規定に基づき、国

立大学法人滋賀医科大学（以下「大学」という。）の役員の給与に関する事項を定めるこ

とを目的とする。 

 

（役員の給与） 

第２条 役員の給与は、常勤役員については、基本給、地域手当、通勤手当、及び期末特別

手当とし、非常勤役員については、非常勤役員手当とする。 

 

（給与の支給日） 

第３条 常勤役員の給与（期末特別手当を除く。）及び非常勤役員手当は、毎月２１日に支

給する。 

２ 期末特別手当は、６月３０日及び１２月１０日に支給する。 

３ 前二項の規定により給与を支給する場合において、当該月の２１日（期末特別手当にあ

っては、６月３０日及び１２月１０日。以下「支給定日」という。）が国立大学法人滋賀

医科大学教職員の労働時間、休日及び休暇等に関する規程第８条第１項第１号から第５号

までに掲げる日（以下この項において「休業日」という。）に当たるときは、支給定日の

前日（その日が休業日に当たるときは、支給定日の前々日（その日が休業日に当たるとき

は、支給定日の翌日以後の最初の休業日でない日））に支給する。 

 

（基本給） 

第４条 常勤役員の基本給月額は、次のとおりとする。 

学長 ９６５，０００円 

理事 ６３５，０００円から８９５，０００円までの範囲内で学長が決定する額 

監事 ７０６，０００円 

 

（地域手当） 

第５条 地域手当は、国立大学法人滋賀医科大学教職員給与規程（以下「教職員給与規程」

という。）第１８条に定める常勤職員の例に準じて支給する。 

 

（通勤手当） 

第６条 通勤手当は、教職員給与規程第２０条第１項に規定する通勤手当の支給要件に該当

する常勤役員に支給する。 

２ 通勤手当の月額は、教職員給与規程第２０条第２項及び第３項に規定する額とする。 

３ その他通勤手当の取扱いについては、教職員給与規程の規定を準用する。 

 

（期末特別手当） 

第７条 期末特別手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条においてこれらの日を「基

準日」という。）にそれぞれ在職する常勤役員に対して支給する。これらの基準日前１箇

月以内に退職し、又は死亡した常勤役員についても同様とする。 

２ 期末特別手当の額は、それぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した常勤役員にあっ

ては、退職し又は死亡した日現在）において常勤役員が受けるべき基本給月額及び地域手

当月額の合計額に、当該合計額に１００分の２０を乗じて得た額及び基本給月額に１００



分の２５を乗じて得た額を加算した額を基礎として、６月に支給する場合においては１０

０分の１５０、１２月に支給する場合においては１００分の１６５を乗じて得た額に、基

準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

 一 ６箇月        １００分の１００ 

 二 ５箇月以上６箇月未満 １００分の８０ 

 三 ３箇月以上５箇月未満 １００分の６０ 

 四 ３箇月未満      １００分の３０ 

３ 前項の規定による期末特別手当の額は、その者の在職期間における業績に応じ、経営協

議会の議を経て、これを増額し、又は減額することができる。 

４ その他、期末特別手当の取扱いについては、教職員給与規程第２９条の規定を準用する。 

 

（非常勤役員手当） 

第８条 非常勤役員手当は、次のとおりとする。 

 監事  月額 １８０，０００円から４２０，０００円の範囲内で学長が決定する額 

 

（日割計算） 

第９条 月の初日以外の日において新たに常勤役員となった者及び退職した者等の基本給

及び地域手当は、日割計算に基づき、これを支給する。 

２ 前項の日割計算は、給与の計算期間の総日数から国立大学法人滋賀医科大学教職員の労

働時間、休日及び休暇等に関する規程第８条に規定する休日の日数を差し引いた日数を基

礎として、これを行う。 

３ 第１項の規定にかかわらず、常勤役員が死亡したときは、その月の末日まで勤務した

ものとして、基本給及び地域手当を支給する。 

 

（端数の処理） 

第１０条 この規程の定めるところによる計算の結果生じた１円未満の端数は、これを切り

捨てるものとする。 

 

（給与の支払方法） 

第１１条 役員の給与は、その全額を通貨で、直接役員に支払うものとする。ただし、法令

に基づき役員の給与から控除すべき金額がある場合には、その役員に支払うべき給与の金

額から、その金額を控除して支払うものとする。 

２ 役員が給与の全部につき自己の預金又は貯金への振込みを申し出た場合には、その方法

によって支払うことができる。 

 

（実施に必要な事項） 

第１２条 この規程の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

この規程は、平成１８年２月１日から施行する。 

 

   附 則 

１ この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ 平成１８年３月３１日から引き続き在職する常勤役員で、その者の受ける基本給月額が

同日において受けていた基本給月額に達しないこととなる常勤役員には、基本給月額のほ



か、その差額に相当する額を基本給として支給する。 

３ 改正前の非常勤役員手当を受けていた非常勤役員には、第８条の規定にかかわらず、当

該非常勤役員が離職するまでの間、改正前の非常勤役員手当の額とする。 

 

   附 則 

 この規程は、平成２０年２月１日から施行し、平成１９年１２月１日から適用する。 

 

附 則 
この規程は、平成２１年６月１日より施行する。 

 
（平成２１年６月期における期末特別手当の特例） 

１ 平成２１年６月に支給する期末特別手当の額については、第７条の規定にかかわらず、

それぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した常勤役員にあっては、退職し又は死亡し

た日現在）において常勤役員が受けるべき基本給月額及び地域手当月額の合計額に、当該

合計額に１００分の２０を乗じて得た額及び基本給月額に１００分の２５を乗じて得た

額を加算した額を基礎として、１００分の１４５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以

内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割

合を乗じて得た額とする。 
 一 ６箇月        １００分の１００ 
 二 ５箇月以上６箇月未満 １００分の８０ 
 三 ３箇月以上５箇月未満 １００分の６０ 
 四 ３箇月未満      １００分の３０ 
２ 前項の規定による期末特別手当の額は、その者の在職期間における業績に応じ、経営協

議会の議を経て、これを増額し、又は減額することができる。 
 

附 則 
１ この規程は、平成２１年１２月１日より施行する。 
２ 平成１８年３月３１日から引き続き在職する常勤役員で、その者の受ける基本給月額が

同日において受けていた基本給月額（当該基本給月額に１００分の９９．６８を乗じて得

た額とし、その額に１円未満の端数を生じたときはこれを切り捨てた額とする。）に達し

ないこととなる常勤役員には、基本給月額のほか、その差額に相当する額を基本給として

支給する。 
 

附 則 
１ この規程は、平成２２年１２月１日より施行する。 
２ 平成１８年３月３１日から引き続き在職する常勤役員で、その者の受ける基本給月額が

同日において受けていた基本給月額（当該基本給月額に１００分の９９．４４を乗じて得

た額とし、その額に１円未満の端数を生じたときはこれを切り捨てた額とする。）に達し

ないこととなる常勤役員には、基本給月額のほか、その差額に相当する額を基本給として

支給する。 
 
   附 則 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附 則 
１ この規程は、平成２４年７月１日から施行し、平成２４年６月１日から適用する。 

２ 平成２４年６月１日から平成２５年３月３１日までの間(以下「特例期間」という。)

においては、役員の地域手当については、平成２０年２月１日附則第２項の規定にかかわ

らず、基本給月額に１００分の１０を乗じて得た額とする。 



３ 特例期間においては、次に掲げる給与の支給に当たっては、次の各号に掲げる給与の額

から当該各号に定める額に相当する額を減ずる。 

(1) 基本給 当該常勤役員が受けるべき基本給の月額に１００分の９．７７を乗じて得

た額 

 (2) 地域手当 当該常勤役員が受けるべき地域手当の月額に１００分の９．７７を乗じ

て得た額 

(3) 期末特別手当 当該常勤役員が受けるべき期末特別手当の月額に１００分の９．７

７を乗じて得た額 

４ 前項の規定により給与の支払いに当たって減ずることとされる額を算定する場合にお

いて、当該額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

５ 特例期間においては、非常勤役員手当の支給に当たっては、第８条中「３７，１００円」

とあるのは、「３５，０７０円」と読み替えて適用する。 

 

附 則 

この規程は、平成２４年１２月１日から施行する。 

 
附 則 

１ この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 平成２４年７月１日附則第２項の特例期間を平成２６年３月３１日までとし、役員の 

地域手当については、基本給月額に１００分の５を乗じて得た額とする。 

３ 平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの期間において、平成２４年７月 

１日附則３項、４項及び５項により減じられた額を支給する。 

 
附 則 

１ この規程は、平成２６年１月１日から施行する。 

２ 役員の地域手当については、平成２５年４月１日附則２項の規定にかかわらず平成２６

年１月１日からは基本給月額に１００分の７を乗じて得た額とする。 

３ 非常勤役員手当の支給に当たっては、平成２６年１月１日から平成２６年３月３１日ま

での期間においては、第８条中「３７，８００円」とあるのは、「３４，１０７円」と読み

替えて適用する。 
４ 平成２６年１月１日から平成２６年３月３１日までの期間において、第８条に規定する

額と前項の規定により読み替えられた額との差額を支給する。 
 

附 則 

この規程は、平成２７年１月１日から施行し、平成２６年１２月１日から適用する。 

 
（平成２６年１２月期における期末特別手当の特例） 

１ 平成２６年１２月に支給する期末特別手当の額については、第７条の規定にかかわらず、

それぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した常勤役員にあっては、退職し又は死亡し

た日現在）において常勤役員が受けるべき基本給月額及び地域手当月額の合計額に、当該

合計額に１００分の２０を乗じて得た額及び基本給月額に１００分の２５を乗じて得た

額を加算した額を基礎として、１００分の１７０を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以

内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割

合を乗じて得た額とする。 
 一 ６箇月        １００分の１００ 
 二 ５箇月以上６箇月未満 １００分の８０ 
 三 ３箇月以上５箇月未満 １００分の６０ 
 四 ３箇月未満      １００分の３０ 
２ 前項の規定による期末特別手当の額は、その者の在職期間における業績に応じ、経営協



議会の議を経て、これを増額し、又は減額することができる。 
 

附 則 
１ この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 
２ 施行日の前日から引き続き在職する常勤役員で、その者の受ける基本給月額が同日にお

いて受けていた基本給月額に達しない役員には、平成３０年３月３１日までの間、基本給

月額のほか、その差額に相当する額を基本給として支給する。 
３ 改正前の非常勤役員手当を受けていた非常勤役員には、第８条の規定にかかわらず、平

成３０年３月３１日までの間、改正前の非常勤役員手当の日額とする。 

 

附 則 

この規程は、平成２７年７月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２８年２月１日から施行する。 

 

附 則 
１ この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 
２ 平成２６年１月１日附則第２項の地域手当の支給期間を平成２８年３月３１日までと

する。 

 


